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                                        平成 30年 10月 22日 

   KEMPOSご担当 殿  

                                            株式会社 ネットワークス 

                                                           〒561-0893 豊中市宝山町 23-31 

                                        TEL06(6844)1069 FAX06(6844)2754 

                                                           〒102-0083 千代田区麹町 4-1-4 

                                        TEL03(3556)2921 FAX03(3556)2923 

 

                 

平成 30年 10月バージョンアップのご案内 

 

 

あ 拝啓 貴所益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。毎度格別のお引立てに預かりありがとうございます。 

さて、KEMPOSに関し、以下の点につきバージョンアップを行いますのでご案内申し上げます。 

 

 

１ 作業の自動化及び選択の効率化の機能を強化しました。 

１．送付状発行の自動化を整備・拡張しました。 

２．経過入力に連動して作成する任意期限を、顧客別に指定できるようにしました。 

３．出願台帳に年金期限が設定されたタイミングで手動期限のデータも自動作成されるようにしました。 

４．請求形式で現在不使用のものをプルダウンの選択から除外できるようにしました。 

５．ＩＤＳ報告書提出で経過入力と連動して、ＩＤＳ管理の提出日を入力できるようにしました。 

６．任意期限の絞り込みの種類を増やしました。「全件」「未完」「未完(日付有)」「完了」の四択可能。 

７．PCT出願(WO特許)に「バイパス手続」を追加しました。 

８．PCT経由の EP特許について PCT分割と同時に年金期限を設定できるようにしました。 

 

 

 

２ 整理標準化データ活用する機能について、引き続き整備しました。 

１．照合機能の「年金期限」、「更新・分納期限」についても、それぞれに検索期間初期値を設定する 

項目を追加しました。 

２．整理標準化データインポート機能に係争案件として取り込む機能を追加しました。 

３．各種期限照合について、照合結果に加え KEMPOSデータ、整理標準化データの結果も Excel出力 

できるようにしました。 

 

 

 

尚、今回のリリースは Ver800となります。 

 

敬具 
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（１）作業の自動化及び選択の効率化関連 

 

１.送付状発行の自動化を整備・拡張しました。 

 

・現在でも経過入力で通知トランを作成し、書類発行で作成する機能はありますが、顧客別に設定する機能 

 については不十分でした。今回、顧客別に設定できるようにし、かつ書類発行で選択した通知トランを 

 一括で Word出力できるようにしました。 

 

・各種設定→手続発行書類を開いて、出願種別を選択します。 

 ここでは「113：特許」を選択します。使用している手続の一覧が表示されます。 

 対象とする手続を選択して「書類顧客別拡張設定」ボタンを押します。 

 ここでは「出願(審査請求期限の計算あり)」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・顧客別書類拡張設定の画面です。 

 「Add Line」「Del Line」にて、追加／削除を行い、終了したら閉じるボタンを押します。 

 ここには、Writeボタンはありません。フォームを閉じる事で、修正内容が書き込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３社の指定を入力した状態です。 
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・設定情報の Excelへのエクスポートします。 

 「Excel」ボタンを押すことで、設定情報を Excelへエクスポートできます。 

 指定した出願種別全体と顧客指定のある手続の２つの Excelファイルが出力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・指定した出願種別「113: 出願(審査請求期限の計算あり)」全体の設定情報です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・顧客別指定がある分の設定情報です。 

 出願種別「113」の手続「11001:出願(審)」について、３社(A01,A02,A03)が指定されています。 
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・通知トランの作成です。 

 ３社（A02,A01,C01）の共願案件です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願の入力です。通知状発行を指定しています。 
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・作成された通知トランです。 

 検索ボタンを押すと一覧が表示されます。 

 共願等の場合は、送付状にチェックのある分だけ作成されるため、３社の通知トランが指定した文書書式で 

作成されています。 

 送付状を作成する対象をチェックします。 

 ここから、選択した案件を自動で Word文書として作成・保存できます。 

 Wordボタンを押すと以下のメッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Word送付状の作成が終了すると以下のメッセージが表示されます。 
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・保存先フォルダを開きます。 

 Wordファイルが「書類名」＋「整理番号」＋「顧客 Ref」の名前で作成・保存されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・作成された送付状 Wordファイルです。 
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２.経過入力に連動して作成する任意期限を、顧客別に指定できるようにしました。 

 

・現在、経過入力に連動して任意期限の設定ができるようになっていますが、顧客別に切り分けることはでき 

ませんでした。これを顧客毎に任意期限を切り替えることができるようにしました。 

・更に、「指定した顧客には設定しない」「指定した顧客のみに設定する」こともできるようにしました。 

 

（例：受任種別「19：拒絶理由通知」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「種別振替」ボタン、「振替方式」を追加しました。 

 「振替方式」で適用したい方式を選択後、「種別振替」ボタンを押して設定画面を開きます。 

 

・「振替方式」の選択(以下の３つから選択) 

    

(1)振替なし：振替をしない、従来通りの設定です。 

・すべての顧客に対して受任種別「拒絶理由通知」が設定されます。 

 

(2)指定先に振替：顧客毎に受任種別の変更や不要設定を行います。 

・「指定先に振替」を選択して「種別振替」ボタンを押した後の画面です。 
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・顧客を指定して、振替後の受任種別を指定します。 

     「C01：キヤノン㈱」は「拒絶理由通知(ｷﾔﾉﾝ)」、 

「P02：特許株式会社」は「拒絶理由通知(特許㈱)」に振替られます。 

・任意期限を設定しない顧客に対しては「任意期限設定なし」を選択します。 

・ここで指定していない顧客については、もとの受任種別「拒絶理由通知」が設定されます。 

 

 (3)指定先のみ設定：指定した顧客のみ受任種別が設定されます。 

・「指定先のみ設定」を選択して「種別振替」ボタンを押した後の画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ここで指定した顧客のみ、受任種別「拒絶理由通知」が設定されます。 

・ここで指定していない顧客は、受任種別は設定されません。 

 

・以下の入力で機能します。 

 ・出願台帳画面での経過入力 

 ・パソコン出願取込（新規・中間・国際出願・国際中間） 
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３.出願台帳に年金期限が設定されたタイミングで手動期限のデータも自動作成されるようにしました。 

・現在、年金期限を手動期限(年金管理表)に基づいて管理する場合、初回の年金期限を設定した後で、手動で 

年金管理表を作成しているが、これを年金期限が設定された時に作成の有無を確認し、自動で作成する事が 

できるようにしました。 

 

・例として EP特許の出願をあげます。EP特許の出願では出願時に納付年「2」を設定し、存続期限・年金期限 

 を設定するようにしています。この入力後に、手動年金の自動設定を行います。 

 設定モードとして以下の４つを用意しています。 

 「0：従来通り、1：自動設定(確認あり)、２：自動設定(確認なし)」 

「11,12：国内のみ、21,22：外国のみ」（それぞれ「確認あり」「確認なし」に対応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「確認あり」の場合は、以下の画面が自動的に表示されますので、確認の上「自動作成」ボタンを押します。 

「確認なし」の場合は、以下の画面は表示せず、自動的に手動期限を設定します。 
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４.出願台帳作成時の、出願人・代理人の入力における請求書チェックについて、内外案件の代理人については 

  「顧客台帳の請求先チェックがオンでも出願台帳の請求書チェックはオンにしない」というようにしました。 

 

・請求先チェックがオンに設定されている顧客です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「外内」案件の場合です。請求書チェックは「オン」で初期設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「内外」案件の場合です。請求書チェックは「オフ」で初期設定されます。 
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５.文書編集の顧客 Refのプルダウンについて、選択対象を通知状チェックが付いているデータのみとするか 

  否かを指定できるようにしました。（初期値は、「しない」（通知状チェックの有無に関係なく対象とする） 

 

・出願台帳での通知状チェックの指定です。（D01：オフ、E01：オン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・従来の方式の場合です。通知状チェックのオンオフに関係なく両方の顧客がプルダウンで選択できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今回新しく設けた選択方式の場合です。通知状チェックがオンの E01のみプルダウンで選択できます。 
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６. 請求形式に表示チェックを設けて、現在不使用のものをプルダウンの選択から除外できるようにしました。 

 

・現在は使用していなくても、昔の案件で使用している請求形式は Deleteで削除することができないので、 

表示チェックを設けて、請求台帳作成時の選択のプルダウンから外すことができるようにしました。 

 

・表示チェックがオンの請求形式です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・表示チェックがオフの請求形式です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・請求台帳でのプルダウン表示です。表示チェックがオンの請求形式「0000-3」は選択対象となり、 

表示チェックがオフの請求形式「0000-1」は選択対象から除外されています。 
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７.IDS報告書提出で経過入力と連動して、IDS管理の提出日を入力できるようにしました。 

 

・ＩＤＳ提出期限が存在する案件です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「ＩＤＳ提出」の手続の入力画面を開いて提出日を入力します。 

 以下のメッセージが表示されるので、ＯＫを押します。 
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・続いて以下のメッセージが表示されるので「はい」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＩＤＳ報告書提出の画面が開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・EDITボタンを押して、提出日入力をダブルクリックします。 

 経過入力画面で入力中の日付が転記されます。 

 提出日を入力して「Write」ボタンを押します。 

 画面が閉じて、経過入力画面に戻ります。 
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・経過入力画面に戻るので、「転記」ボタンを押して書き込みを行い終了します。 
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・インド特許 05の入力手続の一覧画面です。 

 「対応出願提出(指令)」の「IDS提出」をオンにします。 

 オンにする事で、経過入力で「IDS提出」ボタンが使用可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「対応出願提出(指令)」及び「対応出願提出(自発)」の設定です。 

 「重複禁止」がオンであったものをオフにします。（既にオフに設定されている場合はそのまま） 
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８. 任意期限について、完了チェックでもフィルターをかけられるようにしました。 

・現在「全件」「日付有り」についてはフィルタをかけられるようにしていますが、「完了」についての絞り込み 

 の機能はありませんので、「全件」「未完」「未完(日付有)」「完了」の四択で選択できるようにしました。 
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（２）外国関係 

 

９.ハーグ協定の締約国について、個別に出願種別を用意しました。 

 

・作成された種別のひとつ、「US意匠_WO」の出願種別設定画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・使用可能手続です。外国意匠２の共通手続の他、「拒絶通報」、「拒絶の取下げ」が使用可能です。 

・拒絶通報の応答期間設定は WIPOのホームページの情報に基づいて設定しています。 
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10.メキシコ商標の使用供述書の期限設定に対応しました。 

  2018年 5月 18日に公示され、登録後 3年目から 3ヶ月以内に使用宣誓書の提出が義務付けられました。 

  2018年 8月 10日以降に登録になった案件に適応されますので新たな種別は設けず既存の種別の設定を 

  変更します。 

   

  ・出願種別の設定画面です。 

   使用証明期限を 39ヶ月後で設定するため使用証明期限初に「-39」をセットし、 

提出期間を 3ヶ月間とするため使用証明期間に「-3」をセットします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   使用証明提出の際、2回目以降は更新と同時となりますので、使用証明期限の個別管理が不要となる 

場合には使用証明(期限解除)をご使用ください。 

更新期限とあわせて使用証明期限も管理される場合には使用証明(期限更新)をご使用ください。 

 

   

 

 

 

 

 

 

   更新期限と合わせて使用証明期限を管理する場合には使用証明(期限更新)を設定します。 
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  ・更新期限と合わせて使用証明期限を管理する場合には手続機能設定にて、 

出願種別：「MX_商標」の手続定義：「使用証明書」の特注処理 Formに 

「中間特注_商標使用証明更新」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・出願台帳で登録を入力した画面です。 

   更新期限は出願日から 10年後、使用証明期限は登録日から 3年と 3ヶ月後となります。 
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 ・登録後の手続の入力について 

   (１)使用証明期限を更新期限と合わせて管理する(使用証明期限を個別管理しない)場合、使用証明 

(期限解除)を使用することで次回以降の使用証明期限が解除されます。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (２)更新期限とは独立して管理する場合、使用証明(期限更新)を使用します。 

     使用証明期限に存続期限の日付が転記され、使用証明期限始にその 6ヶ月前の日付が設定されます。 

     以降は更新報告→使用証明(期限更新)の順に入力を繰り返して管理していただきます。 
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  ・マドプロ経由の場合の設定です。 

MX_MP商標の種別については下図のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

   手続は以下の手続を使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・手続機能設定にて、出願種別：「MX_MP商標」の手続定義：「登録証明書」の特注処理 Formに 

   「中間特注_商標使用証明更新」を設定します。 
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・手続機能設定にて、出願種別：「MX商標」の手続定義：「使用証明(更新)」の特注処理 Formに 

   「中間特注_商標使用証明更新」を設定します。 
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  ・使用証明期限を個別の台帳で管理される場合は、拒絶通報がない場合にもマドプロ分割手続を使用して 

   出願台帳を作成してください。 

   登録証明書が発行されたら、登録証明書の手続を入力し、登録証に記載されている日付(保護認容日 

とは異なります)を入力して転記します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・登録手続入力後の画面です。 

   登録の日付から 3年 3ヶ月後の日付が使用証明期限に設定されます。 
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  ・使用証明書提出時の入力です。 

   使用証明(期限更新)を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・使用証明書入力後の画面です。 

   登録日から 10年後の日付が設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・以降、更新期限の更新に関しては MP商標の台帳で管理し、使用証明書の提出の際にこちらの台帳で 

   使用証明(期限更新)を入力して使用証明期限を更新していただきます。 
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11.EP特許の Rule71(3)について、分割出願期限を Rule71(3)起算で設定するようにしました。 

   日本の登録査定後の分割出願期限と同様な設定となります。 

 

・EP特許の出願種別の設定です。「分割出願期限」を「手続日から４ヶ月」で設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Rule71(3)の設定です。「分割出願期限設定」を「期限設定」とします。 
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・EP特許で Rule71(3)を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・以下のメッセージが表示されます。「はい」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・分割出願期限が設定されています。 
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12.共通手続でも IDS対象国の指定ができるようにしました。 

現在、IDS対象国の指定を行うためには、出願種別で固有の手続として登録する必要がありますが、 

共通手続についても指定できるよう手続機能設定に「IDS対象国」を追加しました。 

※共通手続の IDS対象国設定は、手続機能設定にて行います。 

 

・手続機能設定に「IDS対象国」を追加しました。 

 複数国を対象とする場合、固有手続と同じようにカンマ区切りで国コードを指定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・NZ特許 14の手続設定で「オフィスアクション」の IDS対象国に「US」が設定されています。 

 NZ特許 14のオフィスアクションは共通手続ですので、ここで設定はできません。 
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13.優先権主張していない PCT出願についても、JPを除外していない場合は、関連出願に指定(PCT)で JP行が 

   作成されるよう設定できるようにしました。 

  現状、優先権日がない場合は出願経過「国際出願」の JP指定取下区分に「優先権なし」という区分が設定 

され、関連出願に JP行が作成されません。それに対してあらたに指定を設けて、JPを除外していない場合 

には、関連出願に指定(PCT)で JP行が作成されるようにしました。 

 

（例：「優先権出帳なし」の出願の場合） 

    

(1)従来の動作です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取り込んだ後の出願台帳です。関連出願はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 35 

 

・出願経過「国際出願」の JP指定取下区分には「優先権なし」が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)関連出願を作成するように指定した場合の動作です。以下のメッセージが表示されて、 

以下のメッセージが表示されて、JP指定除外の有無には「除外しない・優先権なし」が設定されます。 
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・取り込んだ後の出願台帳です。関連出願に「指定(PCT)」で JPが設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願経過「国際出願」の JP指定取下区分には「取下なし」が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・初期値は従来通りの動作です。 

関連出願を作成するように指定した場合の動作を適用させる場合は、弊社までご連絡ください。 
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14.インド対応外国出願進捗状況の Excel出力項目に公開番号、登録日、出願国英名を追加しました。 
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15.GB特許について出願と同時に審査請求を行う場合の入力に対応しました。 

  GB特許の審査請求期限は公開日から６ヶ月ですので、公開日の入力時に同日請求の入力を行う事はできます。 

  ここで、出願と同時に審査請求を行う場合は、出願の入力の後、改めて審査請求の入力を行っていましたが、 

これを出願時に同時に審査請求を行う場合は、一回の入力で済ませられるようにしました。 

 

・手続機能設定の入力です。出願種別：「GB特許」の手続定義：「出願」の「特注処理 Form」に 

「中間特注_同日審査請求設定」と設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・GB特許の出願の入力です。 
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・転記ボタンを押した後、下記のメッセージが表示されますので「はい」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願入力後の画面です。審査請求日がセットされて審査請求区分が「請求済」となっています。 
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16.台帳一括作成機能について、関連出願の優先権データが出願日順で作成されるよう対応しました。 

・「外国台帳一括作成」、「国内優先一括作成」機能について、現状の機能では「案件１」の関連出願で一括 

作成を行い、「他優先権」に「案件２」を指定した際、作成後の出願関連は各台帳の出願日を考慮せず、 

「案件１」、「案件２」の順で作成されます。 

 ※優先権日には最先の日付が設定されます。 

  

 この点について、出願日が遅い「案件１」で一括作成を行った場合も、作成後の出願台帳の関連出願には 

 「案件２」、「案件１」と出願日の早い順で作成されるよう対応しました。 

 

・案件１（出願日「2017年 11月 20日」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・案件２（出願日「2017年 10月 25日」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・一括作成後の出願台帳(「案件２」、「案件１」と出願日の早い順で作成) 
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17.IDS提出フォームの要否問合せの選択肢に「FORM 3」を追加しました。 

 

・FORM3とは、インド特許における情報提出(陳述書、誓約書)の様式です。 

  

・IDS(他国情報提供)管理の画面です。 
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18.応答期限の起算日に「手続日(-1)」を追加しました。TWの OAの応答期限用です。 

 

・TW商標の応答期間の設定です。オフィスアクションの起算日を「手続日(-1)」と設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・TW商標でのオフィスアクションの入力です。2ヶ月後の１日前で計算されています。 
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19.PCT出願(WO特許)に「バイパス手続」を追加しました。 

・PCT→USのバイパス出願について、従来は PCT出願を基礎とする USへの継続出願ということで、US特許の 

 台帳を作成し、関連出願に「原願(継続)」として WO特許を入力することで作成していましたが、WO特許に 

 「バイパス手続」を設けることで、これらの一連の作業を一回の操作で行うことができるようにしました。 

 

・元になる PCT出願です。優先権の基礎と指定国として「EP」「CN」があります。 

 バイパス継続手続で US特許台帳を作成する場合、指定国としての USの入力は不要です。 

 移行予定国として USを管理する場合には、「継続出願」を使用して登録してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「顧客・代理人との連絡」に従来の「PCT分割」に加えて「バイパス継続手続」を設けました。 
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・WO特許での「バイパス継続手続」の入力です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たな台帳の番号として「181007WO/US」を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

・作成された US特許台帳です。親の WO特許は「原願(継続)」でコピーされています。 

 親の出願日は原出願日に転記されています。 
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・後で PCT分割で作成した EP特許台帳です。 

 WO特許から継続手続で作成した US台帳はファミリーとして作成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 46 

 

20.拒絶理由入力時の IDS設定画面に所内期限を追加しました。 

  US特許の IDS対象の案件で IDS対象の手続を入力した際に、表示される IDS期限設定画面に所内期限の 

  入力欄を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・IDS期限設定画面です。 

 所内期限は手動で入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 47 

 

21.PCT経由の EP特許について PCT分割を行った段階で年金期限を設定できるようにしました。 

  PCT経由の EP特許については、EP特許で国内移行の入力を行った時に、年金期限を設定するようにして 

  いますが、これを PCT分割で EP特許の台帳を作成した時に同時に年金期限をセットする事ができるよう 

  にしました。 

 

・PCT出願の台帳です。指定国として EPがあります。PCT分割を行い EP特許の台帳が作成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・PCT経由 EP特許の台帳です。 

 国内移行の入力はされていませんが、年金期限は設定されています。 

 ここでは、手動年金期限の設定は行っていません。手動で行う必要があります。 
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・PCT分割と同時に年金期限をセットする場合の国内移行の手続として、「国内移行(EPC)2」を用意しました。 

 経過入力時に年金期限を計算しない点で既存の手続と異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・初期値は EP特許で国内移行の入力を行ったときに年金期限を設定する従来通りの動作です。 

PCT分割で EP特許の台帳を作成したときに同時に年金期限をセットされたい場合は、弊社までご連絡下さい。 
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22.PCT34条補正の翻訳文の取り込みについて、全文補正の場合に書面から請求項数を取得して反映できるよう 

  対応しました。 

 

・従来の読込後の画面です。書類の読込時、下図の案内メッセージが表示されます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・OKボタン押下後、手続補正タブ内の請求項数と現在の請求項は空欄です。 

 請求項数を補正する場合は、手動で入力していただく形になっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 50 

 

・請求項数を取得するよう設定した場合の読込後の画面です。 

 書類の読込時、下図の案内メッセージが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・OKボタン押下後、書類上の請求項数と現在の出願台帳の請求項数をそれぞれ読み込んで、 

 手続補正タブ内の請求項数と現在の請求項に転記されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・初期設定は従来の請求項数を取得しませんので、新仕様への変更をご希望の場合は弊社へ 

 お問い合わせください。 

 

 



 51 

 

23.ノルウェー商標法の改正に伴い、出願種別「NO商標 10」を追加しました。 

 

・ノルウェー商標法の 2010年の改正に対応し、新たに出願種別「NO商標 10」を追加しました。 

・2010年 7月 1日以降の出願の入力に使用します。存続期限は出願日から 10年です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.外国商標の異議・審判用の出願種別を用意しました。 

 

・KEMPOSでデータを用意している全出願国について、商標の異議・審判入力用の出願種別を用意しました。 
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（３）編集コード 

 

25.全出願人の顧客略称を半角スペースで連結する{AL1、全出願人の YourRefを半角スペースで連結する{AL2を 

   追加しました。 

 

26.共同出願人（代表出願人を除く）のデータを出力するコードを追加しました。 

{AO=：共同出願人名を空白で連結 

{AO%：共同出願人英名を改行で連結 

{AO\：共同出願人名を改行で連結 

{AO[：共同出願人名＋「殿」を空白連結 

{AO]：共同出願人名＋「殿」を改行連結 

{AOD：共同出願人英名(カンマ区切り) 

{AOG：共同出願人名＋「様」を改行連結 

{AOH：共同出願人名＋「様」を空白で連結 

{AOL：共同出願人名をカンマで連結 

{AOO：共同出願人の顧客名+「様」をカンマ区切りで連結 

{AOQ：共同出願人の顧客名+「殿」をカンマ区切りで連結 

{AOR：共同出願人の顧客英名を空白で連結 

 

27.日付拡張のコードに J：Jan. 1, 2018(mmm. d, yyyy)、K：１月１日(全角)を追加しました。 

 

28.編集コード VC について顧客種別「9：専用権者」を追加しました。 

 

29.任意期限を項目 IDではなく SEQNOを指定して出力する編集コード VEを追加しました。 

 

30.編集コード VCの出力対象項目を追加しました。 

  AA#：顧客台帳の通知住所 2、AA_：顧客台帳の通知住所 3、AA]：顧客台帳の通知住所 4 

  YJ：顧客担当者英名、YK：顧客担当者 Mail、UD：顧客台帳の報告記録 

 

31.顧客担当者を出力する YCの拡張コードを追加しました。 

  E：担当者 Tel、F：担当者 Fax、G：担当者通知住所、H：担当者 Mail、I：担当者英名 

 

32.管理事項の事務所情報を出力するコードを追加しました。 

 {OLA：事務所 URL 

{OLB：部門名称 

{OLC：部門 Tel 

{OLD：部門 Fax 
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（４）請求関係 

 

33.入金条件検索において入金台帳に紐づいている請求データを検索、Excel出力できるよう対応しました。 

・新たに「入金一覧(明細_Excel)」を追加し、このリストを使用した際、入金台帳に紐づいている請求データ分 

 検索結果に表示され、請求データについても Excelに出力できるよう対応しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・以下は Excel出力後の画面です。A～K列には入金データが重複する形で出力され、L～R列は請求データが 

出力されています。 

※データの出力順は変更可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.DN条件検索の日付指定で入金日を選択できるよう対応しました。 

 

・日付指定のプルダウンから「入金日」を選択することで、入金日の有無を条件に 

 DN台帳のデータを検索することが出来るようになりました。 

・こちらは、請求データと連結しているリストを選択した場合のみ選択が可能です。 
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35. 請求発行から請求形式を選んだ時点で数量指定の項目の数値が転記出来るようになりました。 

 

・これまでは、出願継続から請求書を発行した場合のみ、単価表の数量指定の項目の数値が請求明細に 

 転記されました。 

・今回のバージョンアップから、請求発行から請求書を発行した場合にも対応できるようになりました。 

 

（例：出願台帳「P000003-1」から請求台帳を作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・数量タブの画面を拡大したものです。 

・数量 1(独立請求項数)、数量 2(発明総数)、数量 3(図面総枚数)にそれぞれ数値が設定されています。 
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・単価表の数量指定プルダウンで、請求書に転記させたい項目を設定します。 

 

(1)TEST1「手数料(数量指定 01)」(数量指定：数量 01) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)TEST2「手数料(数量指定 02)」(数量指定：数量 02) 
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(3)TEST3「手数料(数量指定 03)」(数量指定：数量 03) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・(1)-(3)の単価を設定した請求形式「TEST-01：一般請求書」です。 
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・請求台帳にて、整理番号欄に「P000003-1」を、請求形式欄に「TEST-01：一般請求書 1」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・請求形式設定後の請求台帳画面です。 

・数量指定の項目に基づいて、出願台帳の数量タブ内の数値が転記されました。 
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（５）整理標準化データ関係 

 

36.照合機能の「年金期限」、「更新・分納期限」についても検索期間初期値を設定する項目を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.整理標準化データインポート機能に係争案件として取り込む機能を追加しました。 

・新たに自他区分を設け、「係争」を選択した際には「依頼人」タブが表示され、依頼人を手動で選択して 

いただきます。 
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・書き込み後の画面です。係争台帳として登録され、整理標準化データから取得した出願人データは 

「係争先権利者」として登録されます。 
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38.各種期限照合について、照合結果に加え KEMPOSデータ、整理標準化データの結果も Excel出力できるように 

   しました。 

 

・KEMPOSデータ、整理標準化データ、照合結果データがそれぞれ別のシートに出力されます。 

・各シートの出力項目は、照合フォーム画面に表示される項目と同一です。 
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（６）その他動作設定 

 

39.分割手続を使用して子の出願台帳を作成した際、親の出願台帳の備考をコピーするよう対応しました。 

 

40.管理事項に部門タブと URLの項目を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.出願台帳の選択表ボタン押下後の整理番号選択画面に国コードを追加しました。 
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42.顧客担当者画面に英名、TEL、Fax、Mail、通知住所を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.共同出願画面で顧客台帳を呼出し転記するかどうかのメッセージが聞かれた際に「いいえ」の選択肢を 

   選んだ場合の処理を調整しました。 

 

 ・今までは転記しますか。のメッセージの選択肢を「いいえ」とした際に、顧客の種別や、通知状、請求書 

  のチェックが初期値に戻ってしまっていましたが、「いいえ」を選んだ際には、すでに入っているデータの 

更新作業を行わないようにしました。 

  「はい」を選んでいただいた際には今までと同様の動作をします。 
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44.顧客検索について、部署、発明者、担当者データの検索と出力に対応しました。 

 

・顧客台帳の[その他]タブ内の[発明者]、[部署]、[担当]データを検索、出力する機能を 

 追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たに「部署ﾘｽﾄ」、「発明者ﾘｽﾄ」、「担当者ﾘｽﾄ」のリスト様式を用意しました。 
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(1)部署の検索とデータ出力 

 

・「部署ﾘｽﾄ」のリスト様式を選択すると[部署]タブが表示され、以下の項目を検索条件に加えることができるよ

うになります(部分一致)。 

 部署名、部署英名、通知住所、英文住所、備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検索後、Accessのレポートまたは Excelの形式でデータを出力することができます。 

・[Preview]＋[印刷]ボタン押下でレポート「顧客部署名簿」の印刷プレビューが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[Excel]ボタン押下でデータが Excel出力されます。 

 デフォルトの出力項目は以下の通りです。 

 顧客 Ref、顧客名、部署名、部署英名、部署通知住所、部署英文住所、部署備考 
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(2)発明者の検索とデータ出力 

 

・「発明者ﾘｽﾄ」のリスト様式を選択すると[部署][発明者]タブが表示され、以下の項目を検索条件に加える 

ことができるようになります(部分一致)。 

 [部署]タブ：(発明者所属部署の)部署名、部署英名、通知住所、英文住所、備考 

 [発明者]タブ：発明者氏名、発明者英名、通知住所、英文住所、備考、退職者区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検索後、Accessのレポートまたは Excelの形式でデータを出力することができます。 

・[Preview]＋[印刷]ボタン押下でレポート「顧客発明者名簿」の印刷プレビューが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[Excel]ボタン押下でデータが Excel出力されます。 

 デフォルトの出力項目は以下の通りです。 

 顧客 Ref、顧客名、部署名、氏名、英氏名、住所、英住所、備考、退職者区分 
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(3)担当者の検索とデータ出力 

 

・「担当者ﾘｽﾄ」のリスト様式を選択すると[部署][担当]タブが表示され、以下の項目を検索条件に加えることが

できるようになります(部分一致)。 

 [部署]タブ：(担当者所属部署の)部署名、部署英名、通知住所、英文住所、備考 

 [担当]タブ：担当者氏名、担当者英名、通知住所、備考、年賀チェック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検索後、Accessのレポートまたは Excelの形式でデータを出力することができます。 

・[Preview]＋[印刷]ボタン押下でレポート「顧客担当者名簿」の印刷プレビューが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・[Excel]ボタン押下でデータが Excel出力されます。 

 デフォルトの出力項目は以下の通りです。 

 顧客 Ref、顧客名、部署名、担当者、担当者英名、担当通知住所、備考、担当年賀 
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45.願書にパリ優先の記載がない書類を読み込んだ際、顧客台帳の外国区分を考慮して外内案件として 

   判断を行うよう対応しました。 

 

・パリ優先ではない願書を取り込んだ際、以下のメッセージが表示され、「はい」を選択すると「外内出願」 

ボタンが押し込まれ、外内案件として登録されます。 
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46.顧客担当一括更新ツールについて、Excel出力時の並び替えを指定できるようにしました。 

 

担当者一括更新ツールの画面です。新しく ListSEQの枠を追加しました。 

例として整理番号を指定して検索します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  作成ボタンを押して C:\kmpSQL内に自動作成された ExcelData.xlsxの画面です。 

整理番号順に並んでいます。 
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47.出願台帳上の案件検索において、出願番号で検索した場合は検索対象を法分類で限定するようにしました。 

 

（例：特許と商標で出願番号が重複している場合） 

   

・従来の動作です。 

出願台帳上の案件検索において出願番号で検索した場合、出願 ID順(出願台帳を作成する 

タイミングが早い順)で案件が表示されるので、特許の案件を先に作成した場合は、商標台帳から 

台帳を開き出願番号で検索しても、特許の案件が先に検索にヒットして表示されてしまいます。 
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  ・バージョンアップ後の動作です。 

   商標台帳から台帳を開き出願番号で検索した際、右上の法分類を検索時の条件とし、 

商標の案件のみがヒットするようにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検索件数が従来と異なってくるため、従来通りの動作を初期値としています。 

法分類の限定を適用させる場合は、弊社までご依頼ください。 
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48.受任台帳の呼出の際に SubRefでも台帳の呼出をできるようにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.任意期限の拡大画面にて管理項目に対するステータス設定機能を追加しました。 

 

現在、KEMPOSでは案件毎に任意期限とこの任意期限に対してステータス内容を示す 

「管理項目」が設定できるようになっております。 

この管理項目にさらにステータス内容を設定できるよう「進捗状態」機能を追加しました。 

ただし、こちらは表示上の管理のみで、検索及び出力は現状として実施しない形になっております。 

 

(例：出願台帳「TEST-001」任意期限画面にて、 

管理項目「審請所内管理」に進捗状態「工程 1」を設定する場合) 

 

・出願台帳の任意期限(拡大)画面にて、「進捗状態(赤枠の項目)」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Editボタン押下後、プルダウンから管理項目の内容によって 

 進捗状態を選択することが出来ます。本稿では、「工程 1」を選びます。 
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・Writeボタンを押して設定内容を保存していただくと、 

 任意期限(拡大)画面にて進捗状態が設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・以下より進捗状態の設定方法を説明します。 

 ログイン後の画面より受任台帳→管理項目の順に進みます。 
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・受任管理項目表の「進捗状態タブ」にて、進捗状態の編集を行います。 

 既存の項目につきましては、「各種設定タブ」にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・進捗状態タブは管理項目毎に該当の進捗状態 Codeを複数設定することが出来ます。 
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・進捗状態 Codeの新規作成や名称の修正等を行いたい場合、 

 「進捗状態の追加・修正・削除」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「進捗状態の追加・修正・削除」ボタン押下後、進捗状態表画面が開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 進捗状態(プルダウン) 既存の進捗状態を選択して表示します。 

② 状態 ID 進捗状態の番号です。 

③ 進捗状態 進捗状態の名称を設定します。 

KEMPOSの任意期限(拡大)画面では、こちらの内容を表示します。 

④ 備考 備考欄です。メモとして使用できます。 

 

① 

② 

③ 

④ 
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・Newボタン押下後、以下のメッセージが表示されますので、「はい」を押します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新規作成用の状態 IDが取得されますので、進捗状態・備考を設定して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Writeボタン押下後、以下のメッセージが表示されますので、「はい」を押します。 
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・進捗状態 Codeが新しく作成されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・また、進捗状態表にて進捗状態の名称を変更することが出来ます。 

 進捗状態 Codeを選んで Editボタン押下後、進捗状態 Codeの内容を編集します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・進捗状態表にて編集した内容は、受任管理項目表の進捗状態 Codeに反映されます。 
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・以下より管理項目に対して進捗状態の設定方法を説明します。 

 

(例：管理項目名「審請所内管理」に進捗状態「工程 1」と「工程 2」を設定する場合) 

 

・受任管理項目表にて Editボタン押下後、進捗状態 Codeのプルダウンから 

 該当の進捗状態 Codeを選びます。 
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・Writeボタン押下後、以下のメッセージが表示されますので、「はい」を押します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・管理項目名「審請所内管理」に対して進捗状態 Codeが新しく追加されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50.商標の設定納付の期間延長請求書(期間徒過)の取込に対応しました。 

 

・商標法に関するシンガポール条約加入に伴い、平成 28 年 4月 1日より指定期間やその延長後の期間内に 

 設定登録料が納付できない場合、その期間経過後 2ヶ月以内であれば、期間延長請求書を提出することにより 

 納付が認められるようになりました。 

  

・上記に関連し、商標の設定納付の場合の「期間延長請求書（期間徒過）」の取込に対応しました。 

 kmp 特許にて「設定納付期限の延長(期間徒過)」手続を手入力した場合も同様に動作します。 

 


